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連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 ２社

・連結子会社の名称 株式会社FILWEL

株式会社倉元マシナリー

(2) 持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

(3) 会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

　・時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

　・時価のないもの 総平均法による原価法

ロ．たな卸資産

製品、仕掛品、原材料、貯蔵品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品(上記を除く) 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）は定額法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　10年～41年

機械装置及び運搬具　 4年～14年

ロ．無形固定資産 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。
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③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

ロ．退職給付引当金 当社及び連結子会社の従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。

ハ．役員退職慰労引当金 当社及び連結子会社の役員退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④ 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

３．会計方針の変更に関する注記

（売上高の処理方法の変更）

　当社は、主に販売先から無償または有償で支給された材料を加工・販売しており、従来、

有償支給取引について売上高と材料費（売上原価）を総額表示しておりましたが、当連結会

計年度より、売上高と材料費（売上原価）を相殺し、純額で表示する方法へ変更しました。

　この変更は、有償支給取引において売上原価に占める材料費の割合が従来に比べて極めて

高い製品の販売が増加したことを契機に、取引内容について改めて検討した結果、有償支給

材料が全量買い戻されることや有償支給材料の価格変動リスクを負っていないこと等を踏ま

えて、有償支給取引において当社が負うリスクが実質的に無償支給取引と同等であるという

実態に照らし、営業成績をより的確に表示するために行った変更であります。

　当該会計方針の変更は遡及適用されておりますが、当連結会計年度の期首における純資産

額に対する累積的影響額はないため、当連結会計年度の利益剰余金の期首残高に与える影響

はありません。

４．追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24

号  平成21年12月４日）を適用しております。
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５．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 2,088,111千円

機械装置及び運搬具 493,060千円

土地 3,430,250千円

投資有価証券 139,499千円

計 6,150,920千円

　この他に連結上相殺されている関係会社株式も担保に供しております。

　上記の物件に対応する債務

短期借入金 4,528,404千円

１年内返済予定の長期借入金 298,338千円

長期借入金 1,886,288千円

計 6,713,031千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 26,198,754千円 　

(3) 受取手形割引高 610,000千円 　
(4) 連結会計年度末日満期手形の処理について

　連結会計年度末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したが

って、当連結会計年度末日は金融機関が休業日のため、次のとおり連結会計年度末日満期手

形が当連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 90,959千円

支払手形 110,671千円

６．連結損益計算書に関する注記

　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 場所 種類
減損金額
（千円）

石 英 製 品 製 造 設 備 岩 手 県 一 関 市 機械装置他 30,629

　当社グループは、事業用資産については事業部を基準としてグルーピングを行っており、遊

休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　石英製品製造設備については、石英事業からの撤退を意思決定したことから、回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失30,629千円として特別損失に計上しております。その内訳

は機械装置及び運搬具27,771千円、その他2,857千円であります。

　なお、上記の回収可能価額は正味売却価額により測定して算出しております。
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７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 16,143,170株 －株 －株 16,143,170株

８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達について

は銀行借入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するた

めに利用し、投機的な取引は行いません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループ各社の与信管理方針に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管

理を行うとともに、主な取引先の信用状況を決算期ごとに把握する体制としております。

　投資有価証券である株式等は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上

の関係を有するものであり、定期的に時価を把握しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備

投資に係る資金調達であります。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各

社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成24年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

(単位：千円)　

　
連結貸借対照表計上額

(※1)
時価
(※1)

差額

① 現金及び預金 1,449,149 1,449,149 －

② 受取手形及び売掛金 2,200,237 2,200,237 －

③ 投資有価証券 　 　 　

 その他有価証券 147,534 147,534 －

④ 支払手形及び買掛金 (592,585) (592,585) －

⑤ 短期借入金 (4,655,422) (4,655,422) －

⑥ 未払金 (447,108) (447,108) －

⑦ 長期借入金(※2) (2,325,360) (2,325,360) －

　(※1) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

　(※2) 長期借入金については、１年内返済予定の長期借入金も含めて示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

① 現金及び預金、並びに② 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

③ 投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。　

④ 支払手形及び買掛金、⑤ 短期借入金、並びに⑥ 未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

⑦ 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた金額とほぼ等しいと想定されることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(注2) 投資事業有限責任組合出資金（連結貸借対照表計上額25,078千円）及び非上場株式(連結

貸借対照表計上額1,712千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積るこ

とができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③ 投資有価証券　その

他有価証券」には含めておりません。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 201円39銭

(2) １株当たり当期純利益 22円76銭



2013/03/05 10:29:54 ／ 13903560_株式会社倉元製作所_招集通知

連結注記表

－ 6 －

10．重要な後発事象に関する注記

　当社は、平成25年１月24日開催の臨時株主総会において、平成24年11月３日に逝去された

鈴木忠勝氏の在任中の功労に報いるため、当社の定める基準に従い相当額の範囲内で退職慰労

金を贈呈すること、及び、その具体的金額、贈呈の時期、方法等については取締役会の決議に

一任することを決議しております。ただし、具体的金額、贈呈の時期、方法等については現時

点において確定していないため、業績に与える影響額は未確定であります。

11．その他の注記

連結納税制度を適用しております。
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの 総平均法による原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品(上記を除く) 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）

(3)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については、定額法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　 　18～31年

機械及び装置　　4～14年

② 無形固定資産 定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。
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(4)引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

③ 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

(5)外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

(6)その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

３．会計方針の変更に関する注記

（売上高の処理方法の変更）

　当社は、主に販売先から無償または有償で支給された材料を加工・販売しており、従来、

有償支給取引について売上高と材料費（売上原価）を総額表示しておりましたが、当事業年

度より、売上高と材料費（売上原価）を相殺し、純額で表示する方法へ変更しました。

　この変更は、有償支給取引において売上原価に占める材料費の割合が従来に比べて極めて

高い製品の販売が増加したことを契機に、取引内容について改めて検討した結果、有償支給

材料が全量買い戻されることや有償支給材料の価格変動リスクを負っていないこと等を踏ま

えて、有償支給取引において当社が負うリスクが実質的に無償支給取引と同等であるという

実態に照らし、営業成績をより的確に表示するために行った変更であります。

　当該会計方針の変更は遡及適用されておりますが、当事業年度の期首における純資産額に

対する累積的影響額はないため、当事業年度の利益剰余金の期首残高に与える影響はありま

せん。

４．表示方法の変更に関する注記

(1)　前事業年度において、区分掲記しておりました「投資その他の資産」の「出資金」（当事

業年度112千円）及び長期前払費用（当事業年度3千円）は資産の総額の100分の１以下とな

ったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。

(2)　前事業年度において、区分掲記しておりました「流動負債」の「預り金」（当事業年度193

千円）は負債の総額の100分の１以下となったため、当事業年度より「その他」に含めて表

示しております。
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５．追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成

21年12月４日）を適用しております。

６．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 1,763,517千円

構築物 29,620千円

機械及び装置 493,060千円

土地 2,978,796千円

投資有価証券 139,499千円

計 5,404,493千円

また、上記の他に関係会社の土地、建物を担保に供しております。

上記の物件に対応する債務

短期借入金 4,528,404千円

１年内返済予定の長期借入金 165,720千円

長期借入金 1,454,867千円

計 6,148,992千円

なお、関係会社の借入金に対して、当社の保有する関係会社株式を担保に提供しておりま

す。
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 24,932,761千円

(3) 保証債務

関係会社の金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

株式会社倉元マシナリー 84,773千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権 55,618千円

② 長期金銭債権 433,839千円

③ 短期金銭債務 132,730千円

(5) 受取手形割引高 400,000千円

(6) 電子記録債権割引高 210,000千円

(7) 期末日満期手形の処理について

　　期末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したがって、当事

業年度末日は金融機関が休業日のため、次のとおり期末日満期手形が当期末残高に含まれて

おります。

受取手形 1,456千円

支払手形 55,428千円

７．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

① 営業費用 137,044千円

② 営業取引以外の取引高 4,128千円

③ 固定資産の購入高 239,400千円
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　(2) 減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 場所 種類
減損金額
（千円）

石 英 製 品 製 造 設 備 岩 手 県 一 関 市 機械装置他 30,629

　当社は、事業用資産については事業部を基準としてグルーピングを行っており、遊休資産に

ついては個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　石英製品製造設備については、石英事業からの撤退を意思決定したことから、回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失30,629千円として特別損失に計上しております。その内訳

は機械及び装置27,771千円、工具器具備品2,857千円であります。

　なお、上記の回収可能価額は正味売却価額により測定して算出しております。

８．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 880株 －株 －株 880株

９．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

たな卸資産評価損 538,480千円

未払事業税 7,139千円

減価償却の償却超過額 299,450千円

減損損失 644,653千円

退職給付引当金繰入限度超過額 34,143千円

役員退職慰労引当金 163,734千円

貸倒引当金 50,126千円

投資有価証券評価損 14,763千円

関係会社株式評価損 76,813千円

税務上の繰越欠損金 2,763,440千円

その他 6,572千円

繰延税金資産小計 4,599,318千円

評価性引当額 △4,389,318千円

繰延税金資産合計 210,000千円

繰延税金負債 　

有価証券評価差額 17,901千円

繰延税金負債合計 17,901千円
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10．リースにより使用する固定資産に関する注記

　 貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転

外ファイナンス・リース契約により使用しております。

11．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

種類
会社等の
名称

住所

資本金
又は

出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

㈱ＦＩＬ
ＷＥＬ

山口県
防府市

　
50,000

　

精密研磨布
等の製造販
売

所有
直接

100.0
兼任３名

精密研磨布
等の購入
担保被提供

精密研磨布
等の購入
(注)３.

120,072 未払金　 28,267

当社の借入
金に対する
土地・建物
の担保被提
供

1,163,000 ― ―

連結納税によ
る個別帰属額

95,453 未収入金 54,495

㈱倉元マ
シナリー

宮城県
名取市

　
22,000

　

産業用機械
の製造販売

所有
直接
73.5

兼任３名

製造設備の
購入
資金援助
(注)２．
担保被提供

修繕部材
等の購入
(注)３.

10,972

未払金 104,463
製造設備
の購入
(注)３.

239,400

― －
投資その
他の資産
(その他)

411,700

債務保証 

(注)４.　 84,773 － －

当社の借入
金に対する
土地・建物
の担保被提
供

200,000 － －

(注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりま

せん。

３．取引条件の決定方針は、一般の取引先と同様に両者間の交渉により決定しており、支払条件も一般の取引先と同

様であります。

４．債務保証は、㈱倉元マシナリーの銀行借入に対するものであります。債務保証について保証料の受取はありませ

ん。

５．子会社に対する債権のうち貸倒懸念債権等に対して合計129,218千円の貸倒引当金を計上しております。

12．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 102円40銭

(2) １株当たり当期純利益 12円15銭

13．重要な後発事象に関する注記

　当社は、平成25年１月24日開催の臨時株主総会において、平成24年11月３日に逝去された

鈴木忠勝氏の在任中の功労に報いるため、当社の定める基準に従い相当額の範囲内で退職慰

労金を贈呈すること、及び、その具体的金額、贈呈の時期、方法等については取締役会の決

議に一任することを決議しております。ただし、具体的金額、贈呈の時期、方法等について

は現時点において確定していないため、業績に与える影響額は未確定であります。

14．その他の注記

　連結納税制度を適用しております。




